
１ 建設工事における予定価格等の公表時期について
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建設工事における予定価格等の公表時期について

令和７年度に開催した奈良県建設工事等入札契約制度検討委員会の検討内容を踏まえ、
現行の価格公表時期を継続

（参考）現行の予定価格等の公表時期

公表時期

予定価格 事前

低入札価格調査基準価格 事後

最低制限価格 事前
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２ 建設工事請負契約書の改正について
(令和８年4月1日改正）
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建設工事請負契約書の改正について（令和８年４月１日改正）

（２）保証証券等の電磁的方法による提出を新設（第４条第2項、第35条第2項）※参考２

・契約保証、前払金保証（中間前払金保証を含む。）及び履行保証に係る保証証券等について、電磁

的方法による提出を認める旨を規定。

令和８年４月１日以降に契約を行う工事から適用

１．変更点

（１）他機関が発注した工事との調整規定の新設（第2条第2項）※参考１

・受注者の施工する工事と他機関の発注工事が施工上密接に関連する場合、必要に応じて、発注者は

他機関との調整を行うことを規定。

２．適用日

（４）協議不調等の場合における不利益取扱いの禁止に関する規定の新設

（第24条第３項、第25条第3項、第26条第9項）※参考４

・請負代金額の変更等について、受発注者間の協議が整わなかったこと等をもって受注者に対し不利

益な取扱いをしてはならないことを規定。

（３）現場代理人及び主任技術者等の配置に関する規定を改正（第１０条）※参考３

・工事現場に設置し、氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない者に監理技術者補佐

を追記。
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（契約の保証）
第４条 略
２ 受注者は、前項の規定による保険証券の寄託に代えて、電子情報処理組織を使用する方
法その他の情報通信の技術を利用する方法（以下「電磁的方法」という。）であって、当
該履行保証保険契約の相手方が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場
合において、受注者は、当該保険証券を寄託したものとみなす。

（前金払及び中間前金払）
第35条 略
２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であって、当該保証
契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この
場合において、受注者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。

（関連工事の調整）
第２条 略
２ 発注者は、受注者の施工する工事及び設計図書に示した他の機関の発注に係る他の工事
が施工上密接に関連する場合において、必要があるときは、その施工につき、当該他の機
関と調整を行うものとする。この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、当該
他の機関の発注に係る工事の円滑な施工に協力しなければならない。

参考２

参考１
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（現場代理人及び主任技術者等）
第10条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図書に定めるところ
により、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの者を変更
したときも同様とする。
（１）現場代理人
（２）主任技術者（建設業法（昭和24年法律第100号）第26条第2項に該当する場合にあって
は監理技術者、建設業法第26条第3項第2号の規定を使用し監理技術者が他の工事を兼務す
る場合にあっては監理技術者補佐）
（３）専門技術者（建設業法第26条の2に規定する技術者をいう。以下同じ。）

参考３
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（工期の変更方法）
第24条
１～２ 略
３ 発注者は、第1項の協議に当たっては、受注者からの意見の趣旨をできる限り勘案し十
分な協議を行うように留意するとともに、受注者との間で協議が整わなかったこと又は当
該協議に関して受注者が第59条に規定するあっせん若しくは調停を請求したこと又は第60
条に規定する仲裁を申請したことを理由として不利益な取扱いをしてはならない。

（請負代金額の変更方法等）
第25条
１～２ 略
３ 発注者は、第1項の協議に当たっては、受注者からの意見の趣旨をできる限り勘案し十
分な協議を行うように留意するとともに、受注者との間で協議が整わなかったこと又は当
該協議に関して受注者が第59条に規定するあっせん若しくは調停を請求したこと又は第60
条に規定する仲裁を申請したことを理由として不利益な取扱いをしてはならない。

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更）
第26条
１～８ 略
９ 発注者は、第3項又は第7項の協議に当たっては、受注者からの意見の趣旨をできる限
り勘案し十分な協議を行うように留意するとともに、受注者との間で協議が整わなかった
こと又は当該協議に関して受注者が第59条に規定するあっせん若しくは調停を請求したこ
と又は第60条に規定する仲裁を申請したことを理由として不利益な取扱いをしてはならな
い。

参考４
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（お知らせ１）建設工事における入札契約制度の
今後の改正予定について
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建設工事における入札契約制度の今後の改正予定について

（１）工事費内訳書に明示する項目について

一定の周知期間を置いた上で適用を開始予定。
詳細については建設産業課のウェブページ等でお知らせします。

１．改正内容（予定）

２．適用日について

（３）下請負人の社会保険等加入義務規定の新設について

・社会保険等未加入建設業者の排除を図るため、建設工事請負契約書に社会保険等未加入業者（社会

保険等について、適用除外となっている場合を除く）を下請負人とすることを禁止する規定を新設

予定。なお、改正後、特別な事情なく本規定に違反した場合は、契約違反行為として入札参加停止

措置を講じる可能性がある。

・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）の改正（令和7

年１2月12日施行分）等により、入札時に提出する入札金額の内訳に、材料費、労務費、法定福

利費、建設業退職金共済契約（建退共）に係る掛金、安全衛生経費（以下、「労務費等」という。

）について記載することと規定されたため、工事費内訳書を改正予定。なお、工事費内訳書に労務

費等が未記入の場合は、入札を失格とする。

（２）建設工事請負契約書及び請負代金内訳書に明示する項目について

・契約時に作成する請負代金内訳書について、労務費等の内訳の明示を求めるため、建設工事請負契

約書の規定及び請負代金内訳書の様式を改正予定。
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（お知らせ２）インボイス制度について
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３ 低入札価格調査制度の改定について
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【適用日】 令和８年６月１日以降に公告を行う工事から適用

曜日 （木） （金） （土）（日） （月） （火） （水）

開札日

（現行）
16:00

書類提出期限
（改定後）

16:00
書類提出期限

２日後

４日後

※休日の定義：奈良県の休日を定める条例（平成元年３月奈良県条例第32号）第１条に規定する県の休日
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【現 行】低入札価格調査を希望する場合、入札書提出時に内訳書と合わせて「低入札価格調査
意向確認書（別記様式１）」を添付

【変更後】電子入札システムによる入札書提出時に意向を選択

【適用日】令和８年６月１日以降に公告を行う総合評価落札方式の工事案件から適用

【低入札価格調査意向】
①低入札価格調査を希望する場合
→「調査を受ける（資料を提出する）」を選択

②低入札価格調査を希望しない場合
→「辞退する」を選択
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４ 総合評価落札方式の改定について
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評価項目 評価基準 配点

企
業
の
施
工
実
績
等

過去５年間の
工事成績評定点 2.5

表彰 過去４年間の表彰実績 1.5

配置予定技術者の
実績

過去15年間の監理技術者・主任
技術者・現場代理人としての施

工経験
２

建設キャリアアッ
プシステムの活用

建設キャリアアップシステムの
事業者登録及びカードリーダー

の設置
1

合計 10

現行 改定後

代表例：一般土木等 企業・技術者評価型①（10.3億円～30.2億円）

評価項目 評価基準 配点

企
業
の
施
工
実
績
等

過去５年間の
工事成績評定点 2.5

表彰 過去４年間の表彰実績 1

ISO認証取得 ISOシリーズ認証の取得 1

配置予定技術者の
実績

過去15年間の監理技術者・主
任技術者・現場代理人として

の施工経験
２

地域精通度 本店の所在地 2.5

社会・地域貢献 災害協定の締結 1

合計 10

代表例：一般土木等 企業・技術者評価型②（5.7千万円～10.3億円）

評価項目 評価基準 配点

企
業
の
施
工
実
績
等

過去５年間の
工事成績評定点 2.5

表彰 過去３年間の表彰実績 1

配置予定技術者の
実績

過去15年間の監理技術者・監理
技術者補佐・主任技術者・現場

代理人としての施工経験
２

建設キャリアアッ
プシステムの活用

建設キャリアアップシステムの
事業者登録及びカードリーダー

の設置
1

合計 9.5

現行 改定後
評価項目 評価基準 配点

企
業
の
施
工
実
績
等

過去５年間の
工事成績評定点 2.5

表彰 過去３年間の表彰実績 1

ISO認証取得 ISOシリーズ認証の取得 1

配置予定技術者の
実績

過去15年間の監理技術者・監
理技術者補佐・主任技術者・
現場代理人としての施工経験

２

地域精通度 本店の所在地 2.5

社会・地域貢献 災害協定の締結 1

合計 10

改定①

改定②

改定①

改定②
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・

・

JVの代表者は、過去４年間における国土交通

省近畿地方整備局（港湾空港関係を除く）又は
奈良県県土マネジメント部発注の一般土木工

事等に対する表彰

ＪＶの代表者以外の構成員は、過去４年間にお

ける奈良県県土マネジメント部発注の一般土
木工事等に対する表彰

企
業

の

施

工
実

績

表彰
（JVは全構成会社別

に採点し、出資比率に

よる加重平均とする）

得点

の合計点

Max 1.5

評価（審査）項目 評価（審査）内容 配点 評価（審査）項目 評価（審査）内容 配点

表彰

（JVは全構成会社別
に採点し、出資比率に

よる加重平均とする）

・

・

JVの代表者は、過去３年間における国土交通
省近畿地方整備局（港湾空港関係を除く）又は

奈良県県土マネジメント部発注の一般土木工

事等に対する表彰
ＪＶの代表者以外の構成員は、過去３年間にお

ける奈良県県土マネジメント部発注の一般土

木工事等に対する表彰

得点
の合計点

Max 1.0

企

業

の
施

工

実
績

改定後

代表例：一般土木等 企業・技術者評価型①

現行

（注）表彰における過去４年間とは、令和３年４月１日～令和７年３月
３１日までに完成・引渡が完了した工事で、公告日の前日までに
表彰を受けたものに限るものとする。

（注）表彰における過去３年間とは、令和５年４月１日～令和８年３月
３１日までに受けた表彰に限るものとする。

【適用日】 令和８年６月１日以降に公告を行う工事から適用
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◆表彰の評価対象期間の考え方について

発注年度

( 公告日※５月末迄)

( 公告日※６月以降)この期間に受賞した表彰

この期間に受賞した表彰

年度年度年度年度年度

４年

発注年度の表彰日まで３年

発注年度の表彰日以降４年

実質の評価対象期間※

※工事完成の翌年度に表彰

現行

公告日が５月末迄の工事の場合

公告日が６月以降の工事の場合

改定後
この期間に受賞した表彰

公告日が６月以降の工事の場合

３年

この期間に受賞した表彰
公告日が５月末迄の工事の場合

( 公告日※５月末迄)

( 公告日※６月以降)

３年
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改定後

代表例：一般土木等 企業・技術者評価型①

現行

【適用日】 令和８年６月１日以降に公告を行う工事から適用

配点

ａ．

2

ｂ．
1

ｃ．

1

ｄ． 0

評価（審査）項目 評価（審査）内容 評価（審査）基準

配置予定技術者
の実績（JVは代

表者のみ採点す
る）又は専任補
助者（現場代理

人）の実績

過去15年間の元請（JVの構成員とし

て請負った工事を含む）として完成・
引渡が完了した以下の同種工事につ
いての主任技術者・監理技術者・現場

代理人としての施工経験

主任技術者・監理技術者・現場代理人（同種工事の施工時に資格取得

者）として国、又は奈良県が発注し、完成・引渡が完了した同種工事の
実績がある

主任技術者・監理技術者・現場代理人（同種工事の施工時に資格取得
者）として特殊法人等、公共法人、又は地方公共団体（奈良県を除く）
が発注し、完成・引渡が完了した同種工事の実績がある

同種工事：〇〇〇工

現場代理人（同種工事の施工時に資格未取得者）として国、特殊法人
等、公共法人、又は奈良県を含む地方公共団体が発注し、完成・引渡
が完了した同種工事の実績がある

上記ａ、ｂ、ｃに該当しない

配点

ａ．

2

ｂ．

1

ｃ．

1

ｄ． 0

現場代理人（同種工事の施工時に資格未取得者）として国、特殊法人

等、公共法人、又は奈良県を含む地方公共団体が発注し、完成・引渡

が完了した同種工事の実績がある

上記ａ、ｂ、ｃに該当しない

評価（審査）項目 評価（審査）内容 評価（審査）基準

配置予定技術者

の実績（JVは代

表者のみ採点す

る）又は専任補

助者（現場代理

人）の実績

過去15年間の元請（JVの構成員とし
て請負った工事を含む）として完成・

引渡が完了した以下の同種工事につ

いての監理技術者・監理技術者補佐・

主任技術者・現場代理人としての施

工経験

監理技術者（専任特例1号及び専任特例2号の場合の監理技術者を含

む）・監理技術者補佐・主任技術者・現場代理人（同種工事の施工時に

資格取得者）として国、又は奈良県が発注し、完成・引渡が完了した同

種工事の実績がある

監理技術者（専任特例1号及び専任特例2号の場合の監理技術者を含

む）・監理技術者補佐・主任技術者・現場代理人（同種工事の施工時に

資格取得者）として特殊法人等、公共法人、又は地方公共団体（奈良

県を除く）が発注し、完成・引渡が完了した同種工事の実績がある

同種工事：〇〇〇工

公共性のある重要な建設工事において、監理技術者
を配置する場合、原則専任が必要となるが、監理技
術者の職務を補佐する者（監理技術者補佐）をそれ
ぞれの現場に専任で配置することで、本来専任配置
が求められる監理技術者を２つの工事現場に配置す
ることが可能になる。

監理技術者補佐とは（建設業法第２６条第３項第二号に基づく）
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記載方法の変更
評価（審査）項目 評価（審査）内容

企

業
の

施

工
実

績

工事成績評定点
（JVは全構成会社別

に採点し、出資比率に

よる加重平均とする）

過去５年間に元請（JVの構成員として請負った工

事を含む）として完成・引渡が完了した、奈良県県

土マネジメント部発注の「一般土木工事等」の工
事成績評定点の平均値（過去５年間の全件数の

平均値）

（注）工事成績評定点における過去５年間とは、令和３年４月１日～令和８年３月３１日までとする。

（注）公告日または指名通知日が令和７年６月１日以降の工事については、設計金額が５千７百万円以上の工
事成績評定点を評価の対象とする。
公告日または指名通知日が令和７年５月３１日以前の工事については、設計金額が５千万円以上の工事
成績評定点を評価の対象とする。
なお、過去５年間に該当工事の工事成績評定点がない場合は、平均値を６５点とし、配点は０点とする。
自然災害に起因して随意契約した工事及び災害協定に基づき随意契約した工事を除くものとする。
過去５年間に元請（JVの構成員として請負った工事を含む）として完成・引渡が完了した工事のうち、
奈良県建設工事等競争入札参加資格における土木一式工事においては、工事成績評定点の評価対象とす
る各工事の設計金額は＜別表１＞に定めるとおりとする。

＜別表１＞評価対象となる過去５年間の工事成績評定の対象工事
（奈良県県土マネジメント部発注 土木一式工事）

公告日または指名通知日が
令和7年6月1日以降の工事

公告日または指名通知日が
令和7年5月31日以前の工事

A１ ５,７００万円以上 ５,０００万円以上

A ３,４００万円以上 ３,０００万円以上

B １,７００万円以上 １,５００万円以上

C   ６００万円以上   ５００万円以上

D      ２５０万円以上      ２５０万円以上

各工事の公告日
（指名通知日）時
点における等級

各工事の設計金額

代表例：一般土木等 企業・技術者評価型② 22



配置技術者を変更できるのは、死亡、傷病、出産、育児、介護または退職等の特別な場合に限る

◆対象工事
若手・女性チャレンジ評価型で発注した工事において、監理技術者等に若手・女性を配置することで、総合
評価において加点評価され、受注した工事

◆交代する技術者要件の緩和
・総合評価で評価された当初の配置技術者と同等以上の者を配置できない場合は、工事成績評定点で減点
・ただし、社内で若手・女性技術者を配置できないことが証明できる場合は、減点しない（なお、入札公告

に示す配置技術者にかんする条件を満たす必要がある）

◆監理技術者等が変更できる条件 ※従来どおり（入札説明書より抜粋）

※工事期間中にやむを得ず監理技術者等を途中交代する場合は、速やかに契約担当部局（土木事務所等）
に連絡の上、「現場代理人等変更通知書」を提出してください

〈具体例〉社内で他に監理技術者等の資格を有している若手・女性がいない
社内にはいるが、他工事に監理技術者等としてすでに従事しており、交代できる若手・女性がいない

【適用日】 令和８年６月１日以降に公告を行う工事から適用 23


